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は じ め に――イギリスにおける中等教育と社会的排除――

2010年の現在において，イギリスにおける社会民主主義政党と分類され

る労働党だけでなく，新政権を担うことになった保守党・自民党において

も，「社会的排除」との闘いがコンセンサスとなっている。その背景には，

ニュー・レイバーが1997年から取り組んできた「社会的排除」の改善の成
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果が必ずしも芳しくなかった現実がある。1997年以来2010年総選挙まで野

党であった保守党は，今日のイギリスを「破壊された社会」Broken

Society と論じてきた。もっとも，それを，政権交代のための保守党の戦

略であると考えることは可能であろうし，その意味も当然あったであろう。

しかし，現実に，今日のイギリスにおいて，「社会」の立て直しが一大関

心事になってきたことは，単なる一政党の選挙戦術を超えて，政治的討論

全体における事実である。

具体的には，「破壊された社会」として挙げられる例は，まず第一に，

少年たちによる犯罪である。イギリスでは，1993年に10歳と11歳の少年二

人が２歳の子供を殺した「バルジャー事件」が社会問題化し，その後も，

少年犯罪は続いた。とくに，貧困な家庭環境で親の虐待や人種差別的価値

観を受けた少年たちが，非白人や障害者を襲う事件が続発し，2009年には

障害者の娘とともに母も自殺したピルキントン事件や，10歳と11歳の少年

たちが同年代の少年二人を性的に虐待したのち火をつけて半死半生の目に

あわせたエドリィントン事件などが起こった。

第二に，それと表裏をなすといわれるのが，人種主義の台頭である。そ

れを象徴的に表しているのが，ブリテン民族党（BNP），England Defence

League など極右団体の台頭である。この BNP の台頭の背景には，失業

が多く，低所得者が集まる地域での，低学歴の白人たちの不満があるとい

う調査結果がある（Ford & Goodwin，2010）。もちろん，彼らは決して上

記のような犯罪者ではないが，貧困の輪廻から抜け出せない人々が多い点

で，「社会的排除」の状態にあるといえる。

この「社会的排除」の問題は，イギリスでは，雇用，治安，教育などの

総合的な取り組みで克服されるべきという考え方があり，その視点での政

策も行われてきた。ここでは，そうした政策の中から，教育に対する各政

党の政策や問題意識を検討することで，「社会的排除」に関する政党政治

の対応の一側面を取り上げたい。もっとも，教育政策は，幼年期から高

等・生涯教育に至るまでの非常に範囲の広いものであるが，上記のような
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「社会的排除」の側面からいえば，イギリスでは，中等教育（日本の中

学・高校）が，この十数年で最も政治問題化してきた。したがって，本論

文で取り上げる教育政策は，中等教育政策であることを最初にお断りして

おきたい。

以下，まず労働党が取り組んできた教育政策を概観し，その後，保守党，

自民党の教育政策を概観し，各政党の教育政策議論を通じて，それが，ど

のような方向性に至ろうとしているのか，やや思想的な内容にまで踏み込

んで，論じたい。

1．労働党とブレアの問題意識

ここでは，労働党政権の教育政策に対する問題意識を，主としてト

ニー・ブレアの発言や著作に従ってまとめていきたい。もちろん，一つの

政党の政策を党首一人が全てコントロールできるわけではないが，ブレア

にとって教育政策（とくに中等教育政策）は，常に中心的政策として位置

付けてこられ，彼の発言や著作とも一貫性がみられる。また，彼の発言や

著作には，「社会的排除」との闘いへの問題意識が強く表れている。

１ コミュニティーへの包摂としての社会―主義

よく紹介されるように，1996年労働党大会で，野党党首としてブレアは，

将来の自分の政権の重点を，「教育，教育，教育」と述べた。ここでは，

そうしたブレアの教育に関する思想を，主として中等教育政策に関わって

紹介しておきたい。

ブレアが党首となった1994年の労働党は，間違いなく二つの目的を一挙

に実現することが求められていた。それは，労働党としてのアイデンティ

ティーを維持しながら，それまで主として保守党に投票してきたイングラ

ンド南部の経済的に豊かな有権者の支持を手に入れることであった。従来

の支持者をつなげとめつつも，新しい理念が必要となったわけである。そ
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こで，ブレアが中心的なアピール・ポイントとして考えたのが，コミュニ

ティーを中心とした社会―主義 Social-ism 構想であり，そのなかにおい

て，経済政策としての教育が重要な位置を占めることになった。ブレアは，

マルクス主義的な社会主義を拒否して，従来の社会主義理解から離れた。

しかし，彼が目指すのは，あくまでも個々人は，相互依存し，彼らが属す

る社会から離れることができないという意味での，社会―主義だと述べた

（Blair，1994）。

90年代には，ブレアは自らをコミュニタリアンとして事実上語ることも

あった（Blair，1996，209）が，実際のところ，ブレアの言説における

「コミュニティー」とは，たびたび「社会」という言葉との間で，相互互

換的に使われることが明らかになっている（Hale，2006，74-91）。した

がって，ここでブレアが強調するのは，社会，あるいはコミュニティーへ

と人々を包摂することであり，いわば，社会的排除を克服することが，ブ

レアにとっての社会主義であった。

２ 経済政策としての教育

人々を社会に包摂する，とくに貧しい人々を社会に包摂するためには，

医療，福祉，雇用など様々な方法がある。しかし，ブレアのコミュニ

ティー論は，全ての人々が権利とともに義務を持たねばならないという考

え方を土台としている。したがって，仕事を探すという義務を果たさない

のに権利を求めるということも批判した。ブレア政権の福祉政策の一つの

スローガンは，「福祉から労働へ」（Welfare to Work）であった。

ここで，ブレアの思想のなかで鍵を握るのが，教育であった。ブレアが

教育を強調した理由は，教育を向上させることで，人々は雇用を得ること

ができ，貧困からの脱却も可能となると考えたからである。また，ブレア

は，IT その他のテクノロジーの発達により，「知識経済」が進むと考え，

その意味でも，教育の向上が鍵となることを強調した。まさに，ブレアに

とっては，「経済政策としての教育」であった（Blair，1996）。
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３ ｢機会を全ての人へ」

ブレアが取り組んだ教育水準の向上とは，かつてイギリスが広く行って

きた11歳学力選抜による一部のエリート養成ではなく，公立学校全体の水

準を向上させることであった。それまでのイギリス教育の問題点の重大な

点の一つは，公立学校の水準に地域ごとの大きな差があったことであった。

とくに，貧しい地域の学校では，問題行動を起こす生徒が多く，水準が低

迷していた。

ブレアは，政府の決めたターゲットまで貧しい地域の学校を引き上げて

いく重点政策を展開した。このなかで，ブレアが重視したことは，単なる

機会均等ではなく，「機会を全ての人へ」Opportunity for All であった。

この点は，誤解されることも多いが，ブレアはメリトクラシー（能力主

義）論者であり，結果平等ではなく，機会を与えることを重視するが，同

時に，彼は，平等（均等）ならば少ない機会でもかまわないという，機会

均等論者ではない。単に義務教育があればよいというのではなく，貧しい

人々にも，上質な義務教育が提供され，向上できる実質的機会が与えられ

なければならないと考えていた。

2．ニュー・レイバーの中等教育政策と
その成果に関する議論

ブレア政権における中等教育政策の特徴は，以下の五点にまとめること

ができる。

第一は，政府の教育支出全体の大幅増である。2000年以来，教育関係予

算は増大し，1999年においては，GDP比4.57％であった政府による教育

支出が，2004年においては，5.25％にあがった。実額においても，1.5倍

化し，1999年には EU 25カ国平均（4.77％）を下回っていたが，2004年に

は当時の EU 平均（5.1％）を上回った。同時期の日本が1999年3.73％，

2004年3.65％であったことと比較すれば，伸び率が顕著であることは明瞭
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である（Eurostat）。各学校への予算も伸びていると同時に，リーマン・

ショックまで好景気であったイギリス経済のなかで相対的に悪化していた

教員待遇の改善にも予算は投ぜられており，教員の待遇も改善された。さ

らに，アカデミーのような新設の学校を中心にかなりの予算が投ぜられて

校舎が新築された。

第二に，サッチャー・メイジャー政権の継承という点である。12歳段階

での事実上の学校選択制，学校成績一覧表（リーグ・テーブル），キー・

ステージ試験，補助金維持学校などなど，サッチャー・メイジャー政権で

行われた政策は，ほぼ全てブレア政権に引き継がれた。

第三に，肝心の成果という点に関しては，論争がある。政府の数字によ

れば，GCSE（16歳時のテスト），A-level（18歳時のテスト）などの成績

が着実に上昇しているのに対して，野党や，教育に関する非営利団体の研

究や指摘では，テストそのものの水準が低下しているために，成績が向上

しているだけであるというものもある（Smithers，2007）。また，2007年に

公表された PISA2006では，順位が大幅に落ち込んだ。イギリスは，PISA

2000で，数学８位，読解力７位であった。それに対して，PISA2006では，

数学24位，読解力17位と大幅に落ち込んだ（2003年調査にイギリスは不参

加であった）。

社会的排除という点では，ブレア政権において「目玉」的と位置付けら

れてきたアカデミーの成果にも議論がある。アカデミーは，2000年の３月

に発表され，立法化された。GCSE などの政府のターゲットに対して，３

年間著しく成績の低い公立中等学校を廃校し，校舎も新設し，新しくアカ

デミーを開校する。もっとも，どこが廃校されるのかについては，必ずし

も客観的基準のみではないという指摘もある。外部スポンサーは200万ポ

ンド程度を出資し，理事会を任命でき，教育内容にも影響をもつ。定員の

10％ほどは，適性試験で選抜できる。外部スポンサーの出資以外は，国が

アカデミーの建設費用や運営費用を負担するが，地位としては私立学校で

あり，国から切り離されて法人化されている。学費は，私立であるにも関
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わらず，無料である。

このアカデミーの成果に関しては，下院教育技術特別委員会，監査委員

会，政府から委託を受けたプライスウォーターハウスクーパース（PwC）

が調査を行い，それらのデータをもとに，教育関係 NPO や研究者たちが

論文を書いている。それらの中で共通して指摘されるのは，① 成績デー

タ上はわずかながら向上している，② その一方で，明らかに貧困者家庭

の生徒が減少し，障害を持つ生徒も減少している，という２点である。あ

る特定の学校の教育効果によって，そこでの貧困家庭生徒や障害を持つ生

徒が短期的に減少するはずはないので，この結果は，それが意図的かどう

かは別にして，新しい「排除」が生み出されているということを示してい

る。

政府から委託を受けた PwC によれば，貧困地域の学校がアカデミーと

なって改善されたことに伴って，それまで地域の学校を避けていた周囲の

家庭がアカデミーを志願するようになり，自然に，貧困家庭生徒や障害を

持つ生徒が減少したと説明している（小堀，2010a）。アカデミーでは，定

員の10％を適性試験（学力試験ではない）によって選抜することが許され

ているのみなので，地域外からの志願者が増加することによって，試験の

結果で貧困家庭や障害を持つ受験生が排除されるシステムはない。しかし，

地域内においては，学校からの近さや兄弟・姉妹のアカデミーの進学の有

無などを考慮要因としつつ，学校側がフリー・ハンドで選ぶことができる。

したがって，地域内で志願者が増えれば，学校側の貧困家庭生徒や障害を

持つ生徒を選ばないフリー・ハンドも増すことになる。PwC の説明では，

地域内の家庭がアカデミーを，改組前の学校と比べて，より志願するよう

になった結果，自然であれ何であれ地域内の貧困家庭生徒や障害を持つ生

徒が，以前と比べて選ばれなくなったことが説明されている。

第四に，このような排除との闘いの中で，新しい「排除」が起こったこ

とに対しては，ブレア政権のもとで多用されてきたターゲットの功罪が議

論されている。
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ブレア政権は，教育政策に限らず，様々な政策分野においてターゲット

を設定して，その達成度を公開して，政策の実現度を測ってきた。そして，

その実現度が低い場合には，上記のアカデミーへの改組のような特別の対

策を行ってきた。こうした方法は，国民に対する情報公開や説明責任とい

う点では，優れた点があるが，同時に，近年は，その弊害も指摘されてき

た。ターゲットの実現と教育の向上を過度に同一視してしまうことは，

Target setting cultureとも呼ばれてきた（Thomson，2003）。

たとえば，教育分野に関しては，問題生徒の「追放」Expel に関しても

ターゲットが設けられ，大幅に「追放」件数が減少したが，かえって，学

校が「追放」すべき生徒を抱え込むことにより，他の生徒に悪影響が出る

などのことが指摘されている（BBC，22 Jan 2010）。なお，イギリスでい

う「追放」は，特別の代替施設での教育の実行を指す場合が多い。

ターゲットという点に関しては，元教師・研究者で，ブレア政権の「デ

リバリー・ユニット」でターゲット達成の特命を受けたマイケル・バー

バーが，ブレアからは目に見える数少ないターゲットを徹底的に追求され，

自分としても数少ない目に見えるターゲットの実現を特別に重視したと述

べている（Barber，2007）。こうした結果で，ターゲットという公的サー

ビスの一部の指標の達成とサービスの実態とのかい離が生まれやすくなっ

ていたといえる。

第五に，ブラウン政権下で示された「家庭」への比重の移行である。全

体として，ブラウン政権は，アカデミーや財団スクールなどのブレア政権

で行われた諸政策を引き継いでいる。ただ，ブレア政権では結局，GCSE

の水準などが基準におかれ，大学進学率の向上が目標化されるなど，水準

の向上は高等教育への進学で測られている傾向があった。それに対して，

ブラウンの問題意識は，それまでの教育技術省という名称を，「子供・学

校・家庭省」に改組し，そこに教育技術以外の要素の家庭問題も入れるこ

とになった点に，表わされている。子供の貧困，少年犯罪，家庭崩壊を一

連のものと考え，教育だけではなく，家庭の立て直しも対象にいれる必要
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があると考えたためであった。また，この子供・学校・家庭省設置の趣旨

説明のエドワード・ボールズ担当相の説明では，読み書きができないなど

の著しく遅れた水準の生徒には，「個人指導」personalised learning の必

要性が強調された（HC Debs，10 July 2007）。その一方で，大学を含む高

等教育に関しては，この「子供・学校・家庭省」から切り離し，独立した

官庁を設けた。ここに，ブレア政権が大学進学を主なターゲットにしてき

た狭さに対する反省を見ることもできる。

上記のように，労働党政権の下での教育政策は，アカデミーのように，

貧困地域に特別に手厚い配分を実施しながらも，そこでの教育改善の手法

は，民間による競争や多様性を生かし，ターゲットにより，質を保証しよ

うとしている。このような方法は，準市場 Quasi-market と呼ばれている。

3．保守党・自民党政権の中等教育政策

2010年総選挙を経て，保守党・自民党はイギリス戦後政治史上初めての

連立政権を発足させた。両党の間には，自民党が欧州統合推進，寛容な移

民政策，比例代表制の下院への導入などの立場をとるのに対し，保守党は，

現状以上の欧州統合に反対し，移民の年間上限を主張し，小選挙区制をベ

ストなものとして支持してきた。このように，基本政策で差異を持つ両政

党であるが，教育政策に関しては，以下に見る通り，非常に近い。もっと

も，マニフェストにおける全体的な政策的距離のみを純粋に取り上げれば，

保守党と労働党の間でも，移民制限，小選挙区制維持などで一致点があり，

その他の部分でも基本的違いはあまりない。両党が選挙戦で主として強調

した違いは支出カットの時期が早いか遅いか，国民保険料の若干の値上げ

を行うか否かであった。

以下では，それぞれの政党の教育政策の違いを，マニフェストやそれに

付随する文書における特徴を整理することで，明らかにしたい。
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１ 保守党の中等教育政策

今回の総選挙マニフェストにおける保守党の主たるスローガンの一つが，

「大きな社会」Big Society であった。マニフェストでは，「私たちは，社

会のようなものがある，と信じる。しかし，それは国家と同じではない」

と述べたが，これにも意味がある。実は，保守党政権を1979年から1990年

まで率いたサッチャーは，1987年に「社会のようなものはない」と言って，

労働党その他から攻撃を浴びた。2010年総選挙において，保守党は「それ

は国家ではない」とサッチャー以来の小さな政府にも配慮を示しつつ，意

図的にサッチャーのフレーズをマニフェストで否定したわけである。

その「大きな社会」を実現するために，保守党の教育政策は重点となっ

てきた。具体的には，スウェーデンや米国で用いられてきた「フリー・ス

クール」の経験を活かした新しいアカデミーを創設し，大半の学校をその

形態に移すことを方針として明らかにしている。この「フリー・スクー

ル」では，労働党政権下でのアカデミーよりも，多くの自由を各学校に与

えるとしており，これによって，貧困地域の教育水準は向上できると論じ

ている（Conservative Party，2010a）。しかし，保守党自体もたびたび

「アカデミーを拡大する」という表現を多用したように，これは労働党政

権の方向性を変えるというより，労働党政権の教育政策の方向性をより加

速化させるものといえる。

保守党は，教育政策に限らず，全体として，労働党政権のターゲットの

多用を，中央集権的であると攻撃してきた。保守党は，労働党政権で作り

出されたターゲットを撤廃することをたびたび表明し，とくに，地方自治

体におけるターゲットの多くを撤廃することをマニフェストでも明記した。

しかし，教育分野に関しては，保守党は，必ずしもターゲットを撤廃する

という政策にはなっていない。逆に，労働党政権が作ったターゲットやイ

ンスペクションの仕組みを受け継ぐことを，マニフェストでは表明してき

た（Conservative Party，2010b）。
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２ 自民党の中等教育政策

自由党は，労働党政権の進めてきた「アカデミー」を，「スポンサー管

理学校」Sponsor-Managed Schoolsに改組し，全ての学校に「アカデミー」

と同じステイタスを与える。このスポンサー管理学校が労働党政権下のア

カデミーと変わるところは，明らかにされていない。

保守党の貧困地域向けの目玉政策の一つは，Pupil Premiumというもので，

貧困地域の学校に25億ポンドを投資し，１対１指導，クラス規模の抜本的

縮小，休日指導，成果給などを展開する（Liberal Democrats，2010）。なお，

結局，Pupil Premiumは，保守党でも，奇しくも，ほぼ同じ言葉で政策化さ

れており，保守自民連立政権合意文書でも採用された（HM Government，

2010）。

4．コンセンサス化する社会自由主義

上記のように，労働党，保守党，自民党の間において，教育政策におけ

る根本的な方向性の差異はない。むしろ，保守党も自民党も，労働党が進

めてきた準市場をさらに進める方向性を持っている。このような各政党間

の政策的な近接性は，90年代にブレア労働党が，従来の労働党の路線を

オールド・レイバーとして退け，ニュー・レイバー路線を進めていったこ

ろから，保守党・労働党の間で顕著であったが，同時に，近年は政権の理

念や政策など総体を思想的に考えた場合でも，各政党間の近接性が議論さ

れている。労働党の路線を，旧自由党の理念や自由主義から説明する議論

も多く，ニュー・レイバーを社会自由主義と論ずる傾向が強くなり，また，

そうした路線の方向性に，保守党も近づきつつある。さらに，その一方で，

労働党の中では，ニュー・レイバー以後の党の路線を，アマルティア・セ

ンの着想を生かして考えようとする動きもある。ビジョンや理念を含む政

権全体の議論は，教育政策よりも範囲の大きいものであるが，そこにおい

ては，以下に見るように，常に「社会的排除」に対する対策が意識され，
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その意味で，教育政策を語る上でも必要な議論である。以下，それらの動

きについて論じたい。

１ ニュー・レイバーを巡る評価と論争

ブレアのニュー・レイバーは，「ニュー」ではなく，労働党と自由党間

に合った社会自由主義的伝統に依拠してきたものだという指摘がある。も

ともと1800年代後半のリブ・ラブ同盟から労働党は生まれ，1931年の挙国

一致内閣においても自由党も含めた連立を作り，戦後の福祉国家において

も，その路線は自由党政治家ベヴァリッジの影響を強く受けてきた。戦前

から労働党に強く影響を与えた思想家 R. H. トーニーらも市場を肯定する

自由主義的立場を取ってきたと論じられている。ニュー・レイバーも，こ

のような労働党と自由党との連携の延長で考えるべきであるという指摘が

ある。また，そもそも，労働党は，1997年に総選挙で圧勝したことで単独

政権路線に転換したが，当初はそれがかなりの難しさであることを予想し

て，労働党・自民党連立の方向性を追求していたことも，そうした社会自

由主義的伝統を引き継いでいると論ぜられてきている（Fielding，2002 ;

Meredith，2003）。なお，フィールディングが論ずる社会的自由主義は，

社会民主主義と自由主義の融合を「社会的自由主義」として論じている。

2000年以降，ブレア政権の思想的評価という点では，これをロールズの

思想に連ねる主張があって，論争になってきた（Buckler & Dolowitz，

2000 ; Hutton，2002 ; Taylor，2002 ; Miliband，2003）。と く に，バッ ク

ラー＆ドロウィッツは，市場の効用に依拠するが，そのなかでも貧困層に

重点的に投資し，その底上げをはかろうとするブレアの立場が，社会の最

も不利な立場におかれた人の所得を最大化するような分配を公正と考える

ロールズに近いと指摘している。バックラー＆ドロウィッツは，ロールズ

の思想について，以下のように述べる。

「ロールズの公正に関する理論は，各々（市場自由主義と社会民主
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主義）に共通する一つのキー的特徴を共有する中間的立場を示してい

る。それは，一方で，市場自由主義に関連して，手続き的であるが，

他方，社会民主主義に関連して，分配的であると見ることができる。

このような組み合わせは，公正としての正義の理論によって機能して

おり，その理論は，個々人の合理的自律性に依拠すると同時に，機会

の再分配を必要とするものである」（Buckler & Dolowitz，2000）。

そして，ニュー・レイバーも，市場による自由主義を肯定しながらも，

貧困層への投資を重点化し，機会を全ての人々に広げ，単なる機会均等で

もないし，結果の平等を追求するのでもなく，機会の再分配を重視してき

た点で，バックラー＆ドロウィッツは，ロールズの思想に重なると論じて

いる。

もっとも，ブレアは，「コミュニタリアン哲学」を自分の路線として

語ったこともあり，そうなると，コミュニタリアニズムと論争してきた

ロールズとは矛盾するだろうという指摘に対して，ブレアの「コミュニ

ティー」理解は，個人を基礎としており，実際のところはコミュニタリア

ンではないと，バックラー＆ドロウィッツは指摘する。さらに，バック

ラー＆ドロウィッツは，市場的方法と貧困対策の重視という政策自体は，

ロールズの思想に依拠する社会自由主義として分類すべきだとしている

（Buckler & Dolowitz，2000）。

このようなバックラー＆ドロウィッツのロールズ理解に関しては，オラ

ンダ・ナイメーヘン大学のマーセル・ウィゼンバーグからの反論もある。

彼によれば，ニュー・レイバーの政策は，社会の最も不利な人々が利益を

得られるような形で市場による解決を求めているのではなく，明らかに後

者が重点であり，貧困者の救済に重点が払われていないと論じ，ニュー・

レイバーとロールズの思想は，やはり別物であるとしている（Wissenburg，

2001）。

バックラー＆ドロウィッツが指摘するように，そもそも，ブレアの思想

イギリス教育政策における「社会的排除との闘い」の問題状況（小堀)

651 (2111)



をコミュニタリアニズムと理解できるか否かについては，論争があり，ま

た，これも管見の限りでは，ブレアは数え切れないほど「コミュニティー」

について語ったが，「コミュニタリアン哲学」について語ったのは，90年代

の野党党首時代に一度だけである（Blair，1996，209）。また，彼が述べる

コミュニティーの中身は，ほとんどの場合には，社会の個々人が権利を持

つと同時に義務を果たさなければならないという意味のことであり，実際

には具体的なコミュニティーを想定していない。また，ブレアは，生まれ

て最初に出会う親により，自分の意思を妨げられることによってルールを

学び，コミュニティーに出会うとしているが，その例でも明らかなように，

視点は個人である。さらに，先にも述べたとおり，ブレアのコミュニ

ティーの用法は，実際のところ，彼の「社会」の用法と相互互換的である。

彼をコミュニタリアニズムの文脈で位置づけるならば，彼が「社会」と

「コミュニティー」の区別に関心を払っていない点は重要であろう。

一方，ブレアが主張してきたニュー・レイバーが，ロールズの思想と重

なるかという点に関しては，たしかに，ウィゼンバーグが指摘したように，

両者が厳密に一致していないことは確認しておく必要があるであろう。ま

た，90年代に IPPR など労働党系シンクタンクで育ったブレアライトたち

（後述のデイヴィッド・ミリバンドやパーネルら）がロールズからの影響

を公言はしているが，ブレア自身がロールズについて語ったことも管見で

は存在しない。

しかし，政治家の発言などを，思想家の発言と同じ厳格さで一致点を追

求することが適当かどうかについても議論すべきであろう。内外の情勢の

中で，政治家の発言には一定の揺れもあってもおかしくない。影響を受け

ていたとしても，その完全な一致を要求することは困難であろう。むしろ，

新自由主義が全盛の時代に，労働者階級を依然として相対的支持基盤とす

る労働党の党首として選挙に勝ちぬき，政権を運営していく際に，市場の

論理と貧困層への分配を両立させようとするロールズの枠組みに，結果と

して類似してきたとしても不思議ではない。
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ブレアの発言や著作においては，90年代には，上記のように，コミュニ

タリアニズムを意識した発言や，ステイクホルダー経済の主張などがあっ

たが，政権を運営するうちに弱まり，そして消えていった。その一方で，

教育や医療における「準市場」の手法が一般化し，ブレア自身も公的サー

ビスにおける「選択」や「市場」への言及を強めていった。しかし，そう

いう場合でも，それは貧困層においても，選択が保障されなければならず，

市場の自由も，貧困層に利益なくしてはあり得ないという考えを，ブレア

は繰り返し表明してきた（Blair，2002 ; Blair，2005a ; Blair，2005b ; Blair，

2005c）。このように市場と貧困層の選択を両立しようとする発想は，結局，

二期目以降強まり，彼が政権を去るまで消えなかった。1979年から92年ま

での総選挙四連敗以後，労働党の政権獲得という至上命題と，隆盛する新

自由主義との間で重ねられたブレアの思想的遍歴の終着点といえるであろ

う。

２ ｢大きな社会」を標榜するキャメロン保守主義

上記のような思想的遍歴を経て形成されたニュー・レイバーに対して，

97年以来，総選挙を三連敗してきた保守党は，労働党が争点化してきた

「社会」に重点を移してきた。

こうした動きを主導してきた党首デイヴィッド・キャメロンは，2005年

12月の就任以来，様々な側面を見せ，彼がサッチャライトであるか否かは，

党内外で議論の的となってきた。2005年保守党党首選挙の候補者として答

えたインタビューでは，キャメロンは「私は熱狂的なサッチャー・ファン

だ」と答えた（BBC，2005）。2007年，党内右派から思想的立場を追及さ

れると，自分の考えはサッチャリズムと矛盾はないと答えた（The Inde-

pendent，16 January 2007）。その一方，サッチャーはあなたのヒーロー

か，モデルかと問われると，「私は特定のヒーローもモデルも持たない。

……しかし，影響は受けた」と答えた。キャメロンは，イートン校，オッ

クスフォード大学という典型的なエリート・コースを歩んだ後，サッ
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チャー政権下で，保守党のシンクタンクConservative Research Department

の研究員となり，彼女にも何度も会ったことを語っている（Jones，2008）。

キャメロンに関する研究は近年増えているが，そうした研究の中でも，

2009年に出版されたサイモン・リー＆マット・ビーチの著作と，2010年に

出版されたスティーヴン・エヴァンスの論文が，キャメロンとサッチャー

の関係について詳しい。それらの研究によれば，保守党党首となったデイ

ヴィッド・キャメロンは，サッチャー時代の保守党は「社会」に充分な関

心を払ってこなかったという反省を持っていたと指摘される。リー＆ビー

チは，そういう意味では，キャメロンは社会政策に関しては左派的である

が，経済に関する自助自立的立場，国家の役割をできるだけ小さくしよう

とする見解，基本的には欧州懐疑主義的な立場を取っている点などでは，

サッチャリズムを踏襲していると論ずる。また，キャメロンがこのように

「社会」を重視するのは，ニュー・レイバーに対する適応であり，キャメ

ロンは「反サッチャーではなく，ポスト・サッチャー」であると同時に

「ポスト・ニュー・レイバー」であると論ずる（Lee and Beech，2009）。

エヴァンスも，キャメロンの社会政策に関する関心はサッチャリズムから

外れるが，キャメロンの経済的自由主義の支持という点では，サッチャー

を踏襲していると論ずる。エヴァンスはさらに，両者の間には，持家と環

境に対する強い関心があった点でも共通していると論じている。あまり知

られていないことではあるが，サッチャーは核エネルギーを使った環境政

策には持論があった。キャメロンは，党首として環境を強く意識してきた。

この点も，共通点があると，エヴァンスは論じている（Evans，2010）

なお，キャメロンは，2005年12月に保守党党首と選出されて以来，常に

自らを liberal Conservative（小文字の liberal である点に注意）と述べて

きた（Guardian，17 Dec 2005）。2007年にニック・クレッグが自由民主党

党首に選出されて以後も，自ら liberal Conservative であると述べ，秋波

を送ってきた。さらに，キャメロンは，連立形成後も，BBC の番組『ア

ンドリュー・マー・ショウ』で自らを liberal Conservative であると以下
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のように述べたが，もちろん，それは彼の政治信条のことであり，自由民

主党と何らかのつながりがもともとあったという意味ではない。

「私は，常に自分をリベラルな保守主義者であると述べてきた。私

がリベラルであるというのは，私が自由と人権を信じるからですが，

同時に保守主義者でもあります。私は，世界を作りかえる大規模なス

キームには懐疑的です」（BBC，16 May 2010）。

そもそも，保守党の伝統にも，これも，もともと自由主義の伝統が内在

化されてきたことも，イギリスでは長く論じられてきた（Norton，1996）。

リー＆ビーチは，社会を重視する保守主義を唱え，liberal Conservative を

自称するキャメロンを，社会自由主義として位置付けている（Lee and

Beech，2009）。フェビアン協会の書記長であるサンダー・カトワラは，

キャメロンは自分がサッチャライトであるというときには，必ずサッ

チャーをリベラリストとして自分の理念に引き付けて描いていると指摘し

ている（Katwala，2009）。

バックラー＆ドロウィッツの「社会自由主義」と，リー＆ビーチの「社

会自由主義」が同じ意味であるとは限らないし，彼らのどちらも，「社会

自由主義」の内容に関するしっかりした定義を行っていない。しかしなが

ら，保守党，労働党，自民党というイギリス政治における主要政党全てが，

「社会」を重要争点にし，定義が不明確なままであれ，「社会自由主義」

Social Liberalism と論じられている状況は，ある意味象徴的である。主要

三党が取り組む姿勢に，コンセンサスともいえる状況があると言える。

３ 労働党におけるロールズからセンへの動き

実際のところ，ニュー・レイバー以後，労働党自体は，次のビジョンに

苦しみ続けてきた。ブレアの後を継いだゴードン・ブラウンは，労働者階

級のミドル・クラスへの流動性を高め，労働党こそ「ミドル・クラスの党」

であると述べることもあれば，一転して，「階級」について言及し，マス
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コミは，これを労働者階級票の引き締めを目的とした「階級闘争」Class

warの提唱であると報じた（Daily Mail，3 December 2009）。労働党政権に

おける次のビジョン探しの窮状は，ブレアのスピーチライターであった

ピーター・ハイマンが自著で，次のビジョンとして「ニュー・ニュー・レ

イバー」さえ考えたと述べたことでも典型的である（小堀，2010b）。

そのような中で，労働党では，経済学者・思想家のアマルティア・セン

に注目する動きが顕著になっている。この動きを主導してきたのは，労働

党系シンクタンクである「デモス」Demos と，そこに集まるジェーム

ス・パーネル，リーアム・バーンなどの閣僚級の下院議員たちで，デモス

を中心に断続的に研究会や集会がもたれてきた。もっとも，このうち最も

活発に発言し，将来の党首候補として注目されていたパーネルは，昨年

2009年６月にブラウンの首相辞任を求めて，年金担当相を辞任し，2010年

の総選挙では立候補を自ら辞退した。しかし，３月15日にロンドンで行わ

れたアマルティア・センの講演会においては，壇上にエド・ミリバンド

（2010年９月に労働党新党首として当選）をはじめ，幹部が並び，多くの

労働党議員が聴衆として参加した。ブラウン以後の労働党の動きの一つと

なっていく充分な可能性がある。

労働党内における，このような動きの問題意識を理解するうえでは，

パーネルの議論が有益である。パーネルは，センが『正義の理念』におけ

るフルートの例を引きながら，正義の原理は存在しないし，もしあったと

しても，人々は，「日々の政治的問題を理想的な原理との比較で決定する

のではなく，現実にある選択肢の間で決定する」と述べて，ロールズを批

判した。そして，次のように述べる。

「中道左派政党は，平等に関する大望ある考えを発展させなければ

ならない。所得や効用の平等に焦点をあてるより，センが言うところ

の人々の能力（Capability）について考えるべきである。彼らの目標

を達成するために意味がある自由についてである。これは，所得の不
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平等について忘れるという道ではなく，所得だけの問題を超えて平等

を拡大する道である」（Purnell，2009）。

パーネルによれば，関心を所得の不平等から実質的自由と能力の分配に

かかわる不平等へと移すことが重要と述べる。

このようなパーネルの考え方は，端的に言うならば，重要なのは再分配

ではなく，人々の能力であり，再分配では能力が開発されないと述べてい

ると理解することができる。パーネルは，この引用の後の部分で，教育に

おける再分配も，より能力の改善が見込める教育の初期段階に移すことが

重要であると述べている。

センの能力 Capability は，必ずしも仕事ができる能力や勉強ができる能

力などに狭く限定されたものではなく，「人前で話ができる力」や政治に

参加できる力など政治的・市民的能力をも含んでいる。したがって，ここ

でパーネルが強調していることは，単なる自助自立というよりも，「社会」

を形作る構成員はやはり人々で，その人々が能力を持たなければ，「社会」

が再生できないし，「社会的排除」を克服することも困難であるというこ

とであろう。もっとも，センの主張は決して再分配を否定したり，減じた

りするものではないということは，強調しておく必要があるだろう。むし

ろ，センの主張は，再分配を前提としつつ，それだけでは達成できない平

等や自由について焦点を当てていることに特色があると筆者は考えている。

なお，筆者は，センの Capability を「能力」と表現しているが，一方で，

日本の翻訳文献においては時として「潜在能力」と訳される。ただ，セン

の著作を読む限りにおいては，センは，未開発ではあるが実は潜んでいる

各々の人の力について語っているとは解し得ない。しかし，「潜在能力」

という訳を使った場合，日本語においては往々にして，その種の誤解を招

きかねない。したがって，ここではより一般的な「能力」という訳語を当

てることにした。なお，この Capability の訳語に関しては，すでにいくつ

かの文献においても議論のあることなので，それらを参照していただきた
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い（池本他，1999；絵所他，2004）。また，この Capabilityの意味について

は，上述のパーネル自身も，イギリス人の間で理解されにくいとして，彼

は，Capabilityをより単純に Powerとして説明している（Purnell，2010）。

したがって，「潜在能力」という幾分神秘的な意味を帯びる訳語よりも，

「能力」として訳する方がより実際の意味に近いと筆者は考えている。

5．ま と め

労働党の10年を経ても，依然として「社会的排除」が問題となり，その

原因の一つとされる貧困層の教育水準の問題も明確な向上は得られていな

い。そういうなか，従来，この問題に充分取り組んでこなかった保守党も，

「大きな社会」を唱え，「社会」を重要争点化してきた。自民党も同じくこ

の問題を取り上げ，「社会的排除」との闘いはコンセンサス化しつつある。

もっとも，このような「社会自由主義」と論ぜられる外観上の収斂の一方

で，それぞれの政党内において収斂的状況に対する反発もある。それゆえ，

キャメロンは党内右派や UKIP や BNP から批判され，労働党では2010年

党首選挙においてデイヴィッド・ミリバンド元外相が敗退したとも見るこ

とができる。

「社会的排除」に対する具体的対策という点でも収斂的現象がみられる。

上記のような労働党における「能力」に対する注目もそうであるが，結局，

教育を向上させるためには，個々の生徒の力を向上させるための方策が，

新政権の教育政策も含めて，党派を超えて自覚されつつある。自民党のマ

ニフェストの中で，貧困地域においては特にクラスの少人数化や１対１の

個別指導を行わなければならないという点も，そうである。ちなみに，１

対１の個別指導は，労働党政権でも一部政策化され，導入されている。こ

れらは，授業を行えば教育であるという認識から，個々の生徒が知識や考

え方を身につけることが教育であるという認識へと変化していることを示

す。いいかえれば，それだけ貧困地域で「能力」を身につける教育を行う

立命館法学 2010 年 5・6 号（333・334号)

658 (2118)



ことは，今までの型どおりでは困難であるということが示されている。

もっとも，個人的教育が論じられるレベルに至り，そこに対しても主要

政党で政策的収斂が出てくるのであれば，もはや政党政治に意味ある違い

がどの程度存在しうるのか，という根本的疑問が提示される。ただし，個

人的教育が主要政党一致のうえで進められるとしても，それで「社会的排

除」の改善が大幅に前進するとは，必ずしも断言できない。

1960年代から進められてきた11歳学力選抜の廃止と，学力にかかわらず

16歳まで普通科の教育を受けることができるというコンプリヘンシヴ学校

の導入は，多くの個々人に「能力」を身につける機会を与えてきた。また

2013年からは，イギリスにおける義務教育は18歳にまで延長される予定で

ある。しかし，それでも取り残された少数を社会へと包摂できるかどうか

は，確かではない。

世界で最も早く「産業革命」を経験し，その後ケインズ主義的福祉国家

の道を歩み，80年代には新自由主義へと大きく舵を切ったイギリスである

が，そのイギリスが今，福祉国家によっても新自由主義によっても「救

う」ことのできなかった排除された「少数」に悩まされている。同じこと

は，「氷河期世代」や「派遣切り」などの問題を抱える日本でも共通する。

取り組むべき現実が目の前にあり，「社会」に関する問題意識がコンセン

サス化しつつも，右（市場）も左（分配）も有効な案を見出し得ない。な

いしは，同じ対策にたどりつくより他ない。そういう現代デモクラシーの

隘路のなかで，「社会的排除」が問題となっているといえる。

単に仕事ができるかどうかという意味だけでなく，市民として政治参加

する力が民衆には必要であるという議論は，ルソーの「神々からなる民

衆」論以来のデモクラシーの難問である。「社会的排除」の改善には，市

場も分配も決定的ではなく，民衆の「能力」が必要であるとするならば，

「能力」を持った人々からなる民衆が必要となるだろう。これは，とてつ

もない難問である。
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